様式第2（第7条、第15条、第16条、第37条、第40条関係）

事業収支見積書(平成△△年度)

	項　　目
	平成△△年7月1日～平成□□年3月31日（単位：千円）
	備　　考

	収

入
	信書便事業収入

貨物自動車運送事業収入
その他収入②
合　　計
	２７，０００

１，０８０，０００

２２５，０００

１，３３２，０００
	各項目の算出根拠は別紙の

とおり①


	支

出
	信書便事業支出

　人件費

　経費

　業務委託費

　減価償却費

　租税公課
	１２，４０３　　　　　　　

６，１９２　　

５，１６６

２１６
６４８

１８１
	

	
	貨物自動車運送事業支出

支払利息

その他支出③
法人税及び住民税　　　　　　　　　
	５０３，１７７

１３，５００

３６０

　２８１，８１０
	

	
	　合　　計
	８１１，２５０
	

	差　引　利　益
	５２０，７５０　　
	


注１　当初の事業年度④及び翌事業年度について作成すること。

2　 信書便事業以外の事業について、（何）事業収入及び（何）事業支出として記載すること。

3　 備考欄には、算出の根拠その他参考となる事項を記載すること。

4　 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4番とすること。

【収入】

１　信書便事業

(1)１日当たりの利用見込通数の算出

信書便事業の収入を算出するために、平成○○年度（平成○○年4月1日～平成△△年3月31日）に、貨物自動車運送事業で取引のある顧客100社を対象に、当社が信書を取り扱えるようになった場合の信書便物の利用見込通数（1日当たりに差し出す信書便物の数）についてアンケート方式による利用意向調査を行った結果⑤、表１のとおりとなりました。

（表１）
	利用見込通数
	社　　　数

	利用なし（0通）※
	20社

	日に1通程度
	65社

	日に2通程度
	10社

	日に3通程度
	5社


　　　※「分からない」、「考えておく」と回答した社は「利用なし」とした。

　　以上の利用意向調査の結果を踏まえ、１日当たりの利用見込通数を算出しました。

　　（1通/日×65社）＋（2通/日×10社）＋（3通/日×5社）＝100通/日

　

(2)信書便事業収入の算出⑥　

現在、当社が行っている貨物自動車運送事業の実績（直近の事業年度である平成○○年度（平成○○年4月1日～平成△△年3月31日））を基に算出しました。

　①　信書便役務ごとの1ヶ月当たりの取扱見込通数の算出

　　　平成○○年度における貨物自動車運送事業の取扱件数は2,420件/月で、配達地等を信書便の役務に当てはめた場合の件数は表２のとおりとなりました。その割合により、1ヶ月当たりの役務ごとの信書便物の取扱見込通数を算出しました。

（表２）
	区　　　分
	貨物運送実績
	割　　合

	1号役務に該当する取扱い
	484件
	20％

	2号役務に該当する取扱い
	1,936件
	80％

	計
	2,420件
	100％


　　ア　1号役務

　　　　100通×20％×20日⑦＝400通

　　イ　2号役務

　　　　100通×80％×20日⑦＝1,600通

　②　信書便事業収入の算出

　　　１ヶ月当たりの取扱見込通数に平均単価（１通当たりの料金収入の平均の額）と初年度の月数（9ヶ月）を乗じて信書便事業の収入を算出しました。

　　ア　１号役務

　　　　400通×2,500円⑧×9ヶ月⑨＝9,000千円・・・Ａ

　　イ　２号役務

　　　　1,600通×1,250円⑧×9ヶ月⑨＝18,000千円・・・Ｂ　　

Ａ＋Ｂ　　　9,000千円＋18,000千円＝27,000千円

２　貨物自動車運送事業

平成○○年度と同額（120,000千円(1ヶ月)）を見込み、⑩その9ヶ月相当分を計上しました。
120,000千円（1ヶ月）×9ヶ月＝1,080,000千円

３　その他の収入

平成○○年度と同額（25,000千円(1ヶ月)）を見込み、その9ヶ月相当分（賃貸収入）を計上しました。

25,000千円（1ヶ月）×9ヶ月＝225,000千円

【支出】

１　信書便事業

　　次の（ア）から（オ）の合計額12,403千円を計上しました。

（ア）人件費は、信書便事業と貨物自動車運送事業との兼業のため、予定総人件費258,000千円（9ヶ月）に信書便事業収入と貨物自動車運送事業等収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出しました。

総人件費（12ヶ月）

役員報酬       4人　 32,000千円

事務員　　　　20人   60,000千円

業務職　　　　80人　200,000千円

賞与　　　　　　　　　31,200千円

福利厚生費　　　　　　20,800千円

総人件費　　　　　　 344,000千円

総人件費（9ヶ月）

344,000千円÷12ヶ月×9ヶ月＝258,000千円

信書便事業収入(27,000千円）
信書便事業収入(27,000千円)＋貨物自動車運送事業収入(1,080,000千円)


人件費（9ヶ月）

258,000千円×比率（2.4％）＝　人件費（6,192千円）

（イ）経費は、信書便事業と貨物自動車運送業事業との兼業のため、総経費215,250千円（9ヶ月）に信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出しました。

総経費（12ヶ月）

通信費　　　　　8,000千円

交際費　　　　　3,000千円

賃借料　　　　140,000千円

保険料　　　　 13,000千円

修繕費　　　　 13,000千円

水道光熱費　　　5,000千円

燃料費　　　　 12,000千円

消耗品費　　　　1,000千円

衛生費　　　　　9,000千円

事務用品費　　　8,000千円

支払手数料　　 35,000千円

　　　　　　　　その他経費　　 40,000千円

　　　　　　　　総経費　　　　287,000千円

総経費(9ヶ月)

287,000千円÷12ヶ月×9ヶ月＝215,250千円

　　　

経費(9ヶ月)

　　　　　　　215,250千円×比率（2.4％）＝5,166千円

（ウ）業務委託費⑪は平成○○年度と同額（1,000千円(1ヶ月)）を見込み、その9ヶ月相当分（9,000千円）に信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出しました。

9,000千円×比率（2.4％）＝216千円

（エ）減価償却費は、信書便事業と貨物自動車運送事業との兼業のため、予定減価償却費（3,000千円 (1ヶ月)）の9ヶ月相当分（27,000千円※）に信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出しました。

　　　　　　　27,000千円×比率（2.4％）＝648千円

（オ）租税公課は、信書便事業と貨物自動車運送事業との兼業のため、平成○○年度と同額(700千円(1ヶ月))を見込み、その9ヶ月相当分(6,300千円)に信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出し、登録免許税30千円を加算⑫しました。

　　　　　　　6,300千円×比率（2.4％）＝151千円

　　　　　　　151千円＋30千円 ＝181千円

２　貨物自動車運送事業

次の（ア）から（オ）の合計額503,177千円を計上しました。

（ア）人件費は、総人件費(9ヶ月)258,000千円から信書便事業に関する人件費を控除して算出しました。

258,000千円－6,192千円＝251,808千円

（イ）経費は、総経費(9ヶ月)215,250千円から信書便事業に関する経費を控除して算出しました。

215,250千円－5,166千円＝210,084千円

（ウ）業務委託費は、平成14年度と同額（1,000千円(1ヶ月)）を見込み、その9ヶ月相当分（9,000千円）から信書便事業に関する業務委託費（216千円）を控除して算出しました。

9,000千円－216千円＝8,784千円

（エ）減価償却費は、予定減価償却費（27,000千円）のうち信書便事業に関する減価償却費を控除して算出しました。

27,000千円－648千円＝26,352千円

（オ）租税公課は、平成14年度と同額（700千円(1ヶ月)）を見込み、その9ヶ月相当分（6,300千円）のうち信書便事業の占める比率（2.4％(151千円)）に関する経費を控除して算出しました。

6,300千円－151千円＝6,149千円

３　支払利息

平成○○年度と同額（1,500千円(1ヶ月)）を見込み、その9ヶ月相当分(13,500千円)を計上しました。

　1,500千円×9ヶ月＝13,500千円

４　その他の支出

平成○○年度と同額（40千円(1ヶ月)）を見込み、その9ヶ月相当分(360

千円）を計上しました。

　　　　　　　40千円×9ヶ月＝360千円

５　法人税及び住民税については、税引前当期利益⑬802,560千円(総収入(9ヶ月)－上記1から4の費用の合計：1,332,000千円－529,440千円)を所得金額とみなして算出しました。

(1)法人税⑭
　 ①　8,000千円×22％＝1,760千円

②　(802,560千円－8,000千円)×30%＝238,368千円

③　法人税の計　①＋②＝1,760千円＋238,368千円＝240,128千円

(2)住民税⑮
道府県民税(240,128千円×5.0%＋20千円) 

＋市町村民税(240,128千円×12.3%＋120千円)＝41,682千円

(3)法人税及び住民税の計

③＋(2)　　　　　 240,128千円＋41,682千円＝281,810千円

様式第2（第7条、第15条、第16条、第37条、第40条関係）

 

事業収支見積書(平成□□年度)

	項　　　目
	平成□□年4月1日～平成××年3月31日

（単位：千円）
	備　　　考

	収

入
	信書便事業収入

貨物自動車運送事業収入
その他収入
合　　　計
	３６，０００

１，４４０，０００

３００，０００

１，７７６，０００
	各項目の算出根拠は別紙のとおり

	支

出
	信書便事業支出

　人件費

　経費

　業務委託費

　減価償却費　　　　　　　

　租税公課
	１９，９３５

　　９，９７６

８，３２３

３４８

１，０４４

２４４
	

	
	貨物自動車運送事業支出
支払利息

その他支出

法人税及び住民税
	６６７，４６５

１８，０００

４８０

３７８，４９８
	

	
	合　　　計
	１，０８４，３７８
	

	差　引　利　益
	６９１，６２２
	


注1 当初の事業年度及び翌事業年度⑮について作成すること。

　2　 信書便事業以外の事業について、（何）事業収入及び（何）事業支出として記載すること。

3 備考欄には、算出の根拠その他参考となる事項を記載すること。

4　 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4番とすること。

【収入】

１　信書便事業

(1)１日当たりの利用見込通数の算出

　　１日当たりの利用見込通数は、初年度と同数(100通)⑯を見込みました。

(2)信書便事業収入の算出

①　信書便役務ごとの1ヶ月当たりの利用見込通数の算出

　　 初年度と同数を見込みました。

ア　１号役務（400通）

イ　２号役務（1,600通）

②　信書便事業収入の算出

　　  １ヶ月当たりの取扱見込通数に、平均単価と月数（12ヶ月）を乗じて算出しました。

　ア　１号役務

　　　400通×2,500円×12ヶ月＝12,000千円・・・Ａ

　イ　２号役務

　　　1,600通×1,250円×12ヶ月＝24,000千円・・・Ｂ

　Ａ＋Ｂ　　12,000千円＋24,000千円＝36,000千円

２　貨物自動車運送事業

平成○○年度と同額（120,000千円(1ヶ月)）を見込み、その12ヶ月相当分を計上しました。

120,000千円（1ヶ月）×12ケ月＝1,440,000千円

３　その他の収入

平成○○年度と同額(25,000千円(1ヶ月))を見込み、その12ヶ月相当分（賃貸収入）を計上しました。

25,000千円（1ヶ月）×12ヶ月＝300,000千円

【支出】

１　信書便事業

　　次の（ア）から（オ）の合計額19,935千円を計上しました。

（ア）人件費は、信書便事業と貨物自動車運送事業との兼業のため、予定総人件費344,000千円に信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.9％）を乗じて算出しました。

総人件費

役員報酬       4人　 32,000千円

事務員　　　　20人   60,000千円

業務職　　　　80人　200,000千円

賞与　　　　　　　　　31,200千円

福利厚生費　　　　　　20,800千円

総人件費　　　　　　 344,000千円

信書便事業収入（43,200千円）

信書便事業収入(43,200千円)＋貨物自動車運送事業収入(1,440,000千円)


人件費

344,000千円×比率（2.9％）＝　人件費（9,976千円）

（イ）経費は、信書便事業と貨物自動車運送業事業との兼業のため、総経費

287,000千円（12ヶ月）に信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の

合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.9％）を乗じて算出しまし

た。

総経費（12ヶ月）

通信費　　　　  8,000千円

交際費　　　　　3,000千円

賃借料　　　　140,000千円

保険料　　　　 13,000千円

修繕費　　　　 13,000千円

水道光熱費　　　5,000千円

燃料費　　　　 12,000千円

消耗品費　　　　1,000千円

衛生費　　　　  9,000千円

事務用品費　　  8,000千円

支払手数料　　 35,000千円

　　　　　　　　その他経費　　 40,000千円

　　　　　　　　総経費　　　　287,000千円

　　　

経費（12ヶ月）

　　　　　　　287,000千円×比率（2.9％）＝8,323千円

（ウ）業務委託費は平成○○年度と同額（1,000千円(1ヶ月)）を見込み、その12か月相当分（12,000千円）に信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.9％）を乗じて算出しました。

12,000千円×比率（2.9％）＝348千円


（エ）減価償却費は、信書便事業と貨物自動車運送事業との兼業のため、予定減価償却費（3,000千円 (1ヶ月)）の12ヶ月相当分（36,000千円※）に信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.9％）を乗じて算出しました。

　　　　　　　36,000千円×比率（2.9％）＝1,044千円

（オ）租税公課⑰は、信書便事業と貨物自動車運送事業との兼業のため、平成○○年度と同額（700千円(1ヶ月)）を見込み、その12ヶ月相当分（8,400千円）に信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.9％）を乗じて算出しました。

　　　　　　　8,400千円×比率（2.9％）＝244千円

　　　　　　　

２　貨物自動車運送事業

次の（ア）から（オ）の合計額667,465千円を計上しました。

（ア）人件費は、総人件費344,000千円から信書便事業に関する人件費を控除して算出しました。

344,000千円－9,976千円＝334,024千円

（イ）経費は、総経費287,000千円から信書便事業に関する経費を控除して算出しました。

287,000千円－8,323千円＝278,677千円

（ウ）業務委託費は、平成○○年度と同額（1,000千円(1ヶ月)）を見込み、その12ヶ月相当分（12,000千円）から信書便事業に関する業務委託費（288千円）を控除して算出しました。

12,000千円－348千円＝11,652千円

（エ）減価償却費は、予定減価償却費（36,000千円）のうち信書便事業に関する減価償却費を控除して算出しました。

36,000千円－1,044千円＝34,956千円

（オ）租税公課は、平成○○年度と同額（700千円(1ヶ月)）を見込み、その12ヶ月相当分（8,400千円）のうち信書便事業に関する租税公課を控除して算出しました。

8,400千円－244千円＝8,156千円

３　支払利息

平成○○年度と同額(1,500千円(1ヶ月))を見込み、その12ヶ月相当分(18,000千円)を計上しました。

　1,500千円×12ヶ月＝18,000千円

４　その他の支出

平成○○年度と同額(40千円(1ヶ月))を見込み、その12か月相当分(480 千円)を計上しました。

　　　　　　　40千円×12ヶ月＝480千円

５　法人税及び住民税については、税引前当期利益 1,077,320千円(総収入(12ヶ月)－上記1から4の費用の合計：1,783,200千円－705,880千円)を所得金額とみなして算出しました。

(1)法人税

　 ①　8,000千円×22％＝1,760千円

②　（1,077,320千円－8,000千円）×30%＝320,796千円

③　法人税の計　①＋②＝1,760千円＋320,796千円＝322,556千円

(2)住民税

道府県民税(322,556千円×5.0%＋20千円) 

＋市町村民税(322,556千円×12.3%＋120千円)＝55,942千円

(3)法人税及び住民税の計

③＋(2)　　　　　 322,556千円＋55,942千円＝378,498千円


記載例





〔記載のポイント〕






































①　各項目の算出根拠に　ついては、別紙記載例のとおり、できるだけ具体的にその算出過程などが明らかとなるよう記載して下さい。





②　その他の収入には、受取利息や手数料収入、賃貸収入などの事業に附帯した収入がある場合に記載します。

















③　損害賠償金支払などの雑損失が見込まれる場合に記載します。











④　信書便事業の開始日から当該開始日の属する事業年度が終了する日までの期間をいいます。


　　本記載例では、３月決算法人が平成△△年７月１日に信書便事業を開始する計画ですので、当初の事業年度は、平成△△年７月１日から翌年の平成□□年３月３１日までの９ヶ月間について事業収支見積書を作成しています。





１年目





収支算出根拠（平成△△年度）





〔記載のポイント〕






































⑤　本記載例では、現顧客に対して、ヒアリングやアンケートにより信書便の利用意向調査を実施し、その結果に基づいて取扱通数を見積っています。顧客数が多い場合は、サンプル調査により取扱通数を見積っても構いません。


　　また、このほか、現在行っている貨物自動車運送事業の取扱実績や予想市場規模により取扱通数を見積っても構いません。　











⑥　複数の役務を提供する場合は、本記載例のように、信書便の役務に該当する貨物自動車運送事業の役務（大型便、急送便など）の実績を基に、役務ごとに算出しても構いません。












































⑦　営業稼働日数を乗じます。




















別紙





〔記載のポイント〕











⑧　⑤の信書便の利用意向調査や貨物自動車運送事業での実績に基づいて、平均料金を算出します。





⑨　本記載例では、当初の事業年度は９ヶ月間となっていますので、その９ヶ月分の収入を計上しています。他の事業収入や支出においても同様の方法で計上しています。





⑩　各決算期や経営計画において業績予測を立てている場合には、当該業績予測に基づいた収入を記載します。

















































































































収支算出根拠（平成△△年度）





＝　比率（2.4％）





〔記載のポイント〕






























































































































































⑪　信書便の業務の一部を委託する場合に記載します。























※　新たに取得する車両の減価償却費を含む。定額法：(2,000千円×0.9×0.25÷12ヶ月×9ヶ月＝337,500円)











































































































































































































収支算出根拠（平成△△年度）





収支算出根拠（平成△△年度）





〔記載のポイント〕












































⑫　特定信書便事業固有の租税公課として１件につき３万円の登録免許税がかかることから、収入比率で按分せずに３万円を加算して下さい。






































収支算出根拠（平成△△年度）





〔記載のポイント〕












































⑬　当該事業年度の所得金額(課税所得)を算出することが困難な場合には、税引前当期利益を所得金額とみなして算出しても構いません。


⑭　この記載例では、資本金１千万円の企業を想定しており、資本の金額又は出資金額が１億円以下に適用される税率で算出。


⑮　ここでは、資本金１千万円以下で、従業員５０人超の企業を想定しています。



































〔記載のポイント〕





































































































⑮　翌事業年度は１２ヶ月間ですので、通常の期首から期末までの一年間の事業収支見積書を作成して下さい。








２年目





〔記載のポイント〕


























⑯　翌事業年度に取扱通数が増加すると見込まれる客観的データがある場合には、その増加分を加味して算出しても構いません。





収支算出根拠（平成□□年度）





別紙








〔記載のポイント〕








































































































































































































収支算出根拠（平成□□年度）





＝　比率（2.9％）





〔記載のポイント〕














※　新たに取得する車両の減価償却費を含む。定額法：(2,000千円×0.9×0.25＝450千円)














⑰　翌事業年度は登録免許税を納める必要はないことから、収入比率で按分したもののみ計上して下さい。






























































































































































収支算出根拠（平成□□年度）





収支算出根拠（平成□□年度）





〔記載のポイント〕
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